

























































































で、本稿では満洲事変中に実施されて た国防思想普及に着目し、それによって陸軍がどのような世論を形成しようと てい かを検証する。国防思想普及に関しては、由井正臣が満洲事変前後の時期にかけての「国民統合」とい 視角で論じており、それが帝国在郷軍人会を中心に実施されていたこ を明らかにして る
(
)。ただし、国際連盟脱退問題
に関してはほとんど言及されておらず、さらに在郷軍人会 陸軍中央との関係や国防思想普及で具体的にどのようなことが主張さ たのかも不明確である。本稿では 際連盟脱退問題 連 陸軍がどのよ な主張をしていたのか、またそこから世論が政策遂行 あたってどのような






























トあるいは陸軍省パンフレットと呼ばれる冊子を作成し のは新聞班とともに軍 調査委員の統轄下に置かれていた陸軍省調査班 う組織である。陸軍パンフレットは一九三三年五月頃ま は民間よりも陸軍部内に配布され、現役および在郷 軍人、特に将校クラスにむけて書かれた 資料的性格が強 ものであった
(
)。しかし、 『戦友』などととも
に講演の種本となるこ で、直接読むこと できない してもその主張
内容は軍人以外にも広く伝達されていたのである。
以上のように、陸軍は国防思想の普及という目的のために講演会を開
催していたが、そこで重要な役割を担っていたのは在郷軍人であった。なぜ在郷軍人なのかと言うと、現 軍人による政治へ 関与禁止という問題がかかわってくる らである。軍人たち 重要視されていた 勅諭のなかに「世論に惑はず政治に拘らず
(
)」という一節があるのは有名で
あるが、現役軍人の政治関与を禁止するの 実質的な意味をもっていたのは陸軍刑法第一〇三条である。国防思想普及の参考資料とし 配布された「陸軍刑法第百三条ノ解」 よれば 陸軍刑法第一〇三条は「政治ニ関シ上書建白其他請願ヲ為シ又ハ演説若クハ文書ヲ以テ意見ヲ公ニシタル者ハ三年以下ノ禁錮ニ処ス」とされ、この「立法ノ精神ハ ノ政治運動ヲ防遏スル」ことにあり、 「政府ノ施政政策等ヲ論難批判シ 実政治ニ変更 来サ メ又ハ来サシメサラントスルニ於テハ本 ニ抵触スヘシ」と解釈されていた
(
)。このように第一〇三条により軍人は政策を批
判できないため、現役を離 在郷 人たちが中心 なっ である (
)。ただし、現役軍人であっても「各々其職責ニ従ヒ其本務ニ照シ事実
ノ解説並研究ノ結果ヲ発表」することは可能であり そこから「国防軍備ニ関シ我ノ執ル キ態度ヲ聴者読 ヲ テ自然ニ推断セシムルカ如キハ毫モ陸軍刑法第百三条ニ抵触スルモノ アラサルナリ」とも解釈されていた
(
)。以後、国防思想の普及、あるいは陸軍による世論の形成にあた









維持していくのかが課題となって た。陸軍内には武力行使によりこを解決しようとする勢力も存在していたが、 広く同意を得ていたとは言えず、もし強行すれば国内からの反対により失敗する可能性があっ 。
以上のような状況で注目されるのが、一九三一年八月四日に開催され




かに「国民 理解協調を齎 」や「国論の帰趨を 正ならしむる」といった文言を見ても陸軍の主張を国民へ伝達さ ようという意図がうかがえる。また、この会議は「軍制改革案ノ説明其他国防思想普及ノ目的ヲ以テ」開催され 宣伝関係参謀 会議への随行も指示されていた
(
)。これ
らの点から陸軍中央が軍や師団 世論形成のための活動を せようとていたと考え れる。
さらに満蒙問題の解決にむけて陸軍中央で作成された「満洲問題解決






























































































り、そのなかで「事変ハ日本 為特殊 関係アル地域ニ発生シタルモノニシテ日支両国ニ於テ之ヲ解決シ第三者ノ容喙ヲ許スヘキモ ニアラサルコト」とあるように日中両国による事変解決 むけた世論形成を進めていく方針が打ち出された
(
)。連盟理事会がアメリカのオブザーバーとし





ら帰京した鈴木会長は九月二七日に開かれた歓迎会において「重大時期に際して在郷軍人会員が溢るゝ如き愛国心と平素修養しつゝある統制とを以て国論の正導を計られまして当局の後援となり進んで国威国権の確立を計られるといふことは元より其の本分とする所であります。 〔中略〕今や軍人会員の活動が国論の中心を成す 感あるは会長 して深く満足する所であります」と述べ
(
)、在郷軍人の活動が世論形成の中心になって
いるという認識 示し いる。さらにこの翌日には第一師団管下の在郷軍人会連合支部が靖国神社において大会を開き、 「当局を支持激励し満洲の権益確保帝国の威信発揚」 関する決議 採択し、ほかの全国府県の在郷軍人会も大会を開き政府 「激励」する になったと報じられている
(
)。その結果として在郷軍人会は会長の名で内閣総理大臣をはじめ



























































されている。さらに七月六日には内田康哉が外務大臣に就任し、内田は八月二五日の衆議院本会議において「我ガ国民ハ〔中略〕此問題〔満州国承認〕ノ為ニハ所謂挙国一致、国ヲ焦土ニシテモ此主張ヲ徹スコトニ於テハ、一歩モ譲ラナイト云フ決心ヲ持ッテ居ルト言ハナケレバナラヌ、此国民ノ決心 下 、我ガ公明正大ナル態度ヲ主張シ、其 維持スルト云フコトニ於テ、私 何モ懼レル所ハナイト思フ」 「焦土外交」演説として知られる答弁を行 、満洲 承認 むけた意気込みを語っている
(
)。一方でパリにいる長岡春一国際連盟代表からは満洲国の承認

















から構成され、各章 タイトルは 「満洲事変は満蒙問題解決 序曲なり」「我が使命の遂行と輿論の力」 「満洲事変に関し輿論に反く声に就て」「満洲事変と我が国民生活」 「事変の多
発性と今次事変の重要性」 「四囲

















を与えるという陸軍の認識が示されている。陸軍が 「輿論の統一を維持」させようとして るのはこれが理由である。だからこそ陸軍は先に述べたように「満蒙問題ニ関スル国民ノ関心」が「冷却」することに危機感を覚えたのである。さらに陸軍が世論に注意をむけるのには次のような理由もあっ 。








































されている。その直前に日本では情報委員会とい 組織が設立されている。満洲事変勃発以後、日本 陸・海・外務 ど 各省はそれぞれの立場で啓発宣伝報道を実施していたため 国論の不統一や国策の遂行に支障を生じた事例も少なくなかった。それは結果的に「宣伝戦ニハ惨憺タル敗北デアッタ」と後に評される結果をも らした
(
)。そこで関係各省が
密接に連絡 とって情報を交換すると同時に、対外 対内宣伝の基本方針を協議決定して、これに基づいて各省が共同動作をとるべき あるという意見が陸・外両省の間で一致し、一九三二年五月頃 時局同志会が設立された
(
)。この動きの陸軍側の中心人物は後に新聞班長に就任する鈴
























「世界ニ諒知セシム」や「国際聯盟ヲ牽制スル」 、 「外国新聞記者及通信員ヲシテ満洲ヲ視察セシメ」といった語句からもわかるように、国際世論を味方につけることが目的であった。 「三」 はリットン報告書を日本に有利な内容にさせようとしているとも読み取れる。ただし、リットン報告書の作成が情報委員会設立よりも前の九月四日に終了していることは新聞でも報道されてい 通りである
(
)。さらに「五」に「調査団














































満洲の政治的安定 、極東の平和を維持する絶対の条件である。而して 国の独立と其健全なる発達とは、同地域 安定せしむる唯一最善の途である。東洋平和の保全を自己の崇高な 使命と信じ、且つそこに最大の利害を有する日本が、国民 挙げて満洲国を支援するの決意をなしたことは、まことに理 当然といはねばならない。いな、ひとり日本のみならず、真に世界の平和を希求する文明諸国は、ひとしく満洲国を承認し、且つ其成長に協力するの義務ありといふも過言ではないのである。
然るに国際聯盟の諸国中には、今尚ほ満洲の現実に関する研究を









る。例えば、一九三一年一〇月一日の閣議 、幣原外相が一四日の連盟理事会までに日本の態度 示すため自衛権の範疇を越える地域からの撤兵を主張した際、南は「いま撤兵 れば非常 困難な立場になるし、奉天と吉林との抑へが利かなくなる。一体、国際聯盟から日本が脱退すればいゝぢゃないか」と発言したとされる
(
)。南の発言は連盟が日本
の行動を制約することがあれば脱退した方が いという発想であり、これは多くの連盟脱退論 共通した考え方である。大手新聞 おいて比較的早い時点で連盟脱退を主張したのは『東京日 新聞』であり、一九三二年の三月二九・三〇日の二日間にわたって「聯盟脱退論」という記事を朝刊に掲載した。
陸軍パンフレットでは一九三二年六月に発行された『日支紛争を繞る











が熱河省を満洲国の勢力圏に入れようと攻撃 むけて動 出したからである。 は歴史的・地理的には満洲 属さないが、政治的・行政的には東北の一省に数えられるという微妙な存在であっ 。しかし当初より関東軍は熱河も占領地域に加えるつもりであり、満洲国樹立 あたって熱河は領域で と宣言させていた
(
)。このことはパンフレットでも強調


















れが不可能にな からである。この規定により勧告が採択され、それでも日本 熱河に侵攻した場合、それは制裁を発動される可能性が ることを意味する。
二月に入り、陸軍は第四項が適用された場合は連盟を脱退するという
世論を形成させようと計画す 。

























変時の世論が陸軍によって形成されたと指摘したいわけではない。世論が形成される要因は複合的であり、そ を特定するのは不可能に近本稿で明らかにしたかったのは陸軍が世論と政策との関係についてどのように認識していたかということである。陸軍は世論によって外交政策が左右されると認識しており、そのために世論対策を実施し、連盟を動かすには至らなかったもの 日本の外交政策 ついてはほぼ陸軍 要求通りの展開になった。
これ以後、陸軍は積極的に世論の形成を図っており、それを象徴する









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































新聞班「熱河問題ニ関シ輿論指導ノ件」 （一九三三年一月七日） （ 『満密
大日記』昭和八年二十四冊ノ内其一、
JA
C
A
R

C
01002835300
、防衛省
防衛研究所戦史研究センター所蔵） 。
　　　　
(
)
前掲『危機のなかの協調外交』 、三二八頁。
　　　　
(
)
【第一五条第四項】紛争解決に至らさるときは、連盟理事会は、全会一致又は過半数の表決に基き当該紛争の事実を述へ 公正且適当と認むる勧告を載せたる報告書を作成し之を公表すへし。
　　　　
(
)
前掲『満洲国と国際連盟』 、一六頁。
　　　　
(
)
陸軍省「帝国の対聯盟態度に関スル件」 （一九三三年二月二日） （前掲
『資料日本現代史八』 ）二三九頁。
　　　
(
)
同前。
　　　　
(
)
「今直ぐ脱退の要なし
荒木陸相、対聯盟態度を語る」 （ 『東京朝日新聞』
一九三三年一月三一日付朝刊） 。
　　　
(
)
前掲『太平洋戦争と新聞』 、一一七―一二四頁。
　　　　
(
)
帝国在郷軍人会理事赤井春海 国防思想普及に関スル件通牒
三年三月二七日） （前掲『資料日本現代史八』 ）五〇二頁。
